
札幌市公共ます設置業務仕様書 新旧対照表

 現行 改訂 改訂内容 

第１章 

総則 

１－１ 適用 

６．この仕様書に記載されていない事項については、札幌市下水道

管きょ工事仕様書、札幌市下水道用資器材製品製作及び検査仕様

書、札幌市下水道設計標準図、札幌市土木工事共通仕様書及び、札

幌市土木工事標準設計図集並びに特記仕様書を必要に応じて「工

事」を「業務」と読み替えて運用することとする。（資料文献 管

きょ工事仕様書 1-1-1-2）） 

１－２  

１３. 施工条件明示書とは、ます工事を施工するにあたって制約

を受ける当該工事に関する施工条件を明示した書類をいう。（資料

文献 管きょ工事仕様書 1-1-1-13） 

＜中略＞ 

４８. ＪＳＷＡＳとは、公益社団法人日本下水道協会の制定した

下水道用資器材に係る日本下水道協会規格をいう。（資料文献 管

きょ工事仕様書 1-1-1-39） 

１－８ 工事用地等の使用 

    ＜以下、省略＞ 

１－10 使用人等の管理 

    ＜以下、省略＞ 

１－11 工事の下請負 

    ＜以下、省略＞ 

１－１ 適用 

６．この仕様書に記載されていない事項については、札幌市下水道

管きょ工事仕様書、札幌市下水道用資器材製品製作及び検査仕様

書、札幌市下水道設計標準図、札幌市土木工事共通仕様書及び、札

幌市土木工事標準設計図集並びに特記仕様書を必要に応じて「工

事」を「業務」、「施工」を「履行」と読み替えて運用することとす

る。（資料文献 管きょ工事仕様書 1-1-1-2）

１－２ 

１３.施工条件明示書とは、ます工事を施工するにあたって制約を

受ける当該工事に関する施工条件を明示した書類をいう。（資料文

献 管きょ工事仕様書 1-1-2-12） 

＜中略＞ 

４８. ＪＳＷＡＳとは、公益社団法人日本下水道協会の制定した

下水道用資器材に係る日本下水道協会規格をいう。（資料文献 管

きょ工事仕様書 1-1-2-43） 

１－８ 工事用地等の使用 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－11 工事用地等の使用」

による。 

１－10 使用人等の管理 

「札幌市土木工事共通仕様書 １－１－１－31 使用人等の管

理」による。 

１－11 工事の下請負 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－13 工事の下請負」によ

語句訂正 

管きょ工事仕

様書に伴う改

訂 

  〃 

札幌市土木工

事共通仕様書

に伴う改定 

  〃 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

１－12 施工体制台帳及び施工体系図 

    ＜以下、省略＞ 

１－16 工事現場発生品 

    ＜以下、省略＞ 

１－17 建設副産物 

    ＜以下、省略＞ 

１－18 建設リサイクル法施行に伴う契約時手続きの追加 

    ＜以下、省略＞ 

１－19～20  ＜省略＞ 

１－21 工事記録写真 

    ＜以下、省略＞ 

１－22～26  ＜省略＞  

１－27 跡片付け 

    ＜以下、省略＞ 

１－28 事故報告 

    ＜以下、省略＞ 

１－29 環境対策 

    ＜以下、省略＞ 

る。 

１－12 施工体制台帳及び施工体系図 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－14 施工体制台帳及び施

工体系図」による。

１－16 工事現場発生品 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－21 工事現場発生品」に

よる。 

１－17 建設副産物 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－22 建設副産物」によ

る。 

    ＜削除＞ 

１－18～19 ＜省略（番号のみ変更）＞

   ＜削除＞ 

１－20～24 ＜省略（番号のみ変更）＞

１－25 跡片付け 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－34 跡片付け」による。 

１－26 事故報告 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－35 事故報告」による。 

１－27 環境対策 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－36 環境対策」による。 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

１－30 文化財の保護 

    ＜以下、省略＞ 

１－31 諸法令の遵守 

    ＜以下、省略＞ 

１－32  ＜省略＞ 

１－33 官公庁への手続き等 

    ＜以下、省略＞ 

１－34 施工時期及び施工時間の変更 

    ＜以下、省略＞ 

１－35～37  ＜省略＞ 

１－38 特許権等 

    ＜以下、省略＞ 

１－39 保険の付保及び事故の補償 

    ＜以下、省略＞ 

 （新規） 

１－28 文化財の保護 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－37 文化財の保護」によ

る。 

１－29 諸法令の遵守

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－39 諸法令の遵守」によ

る。 

１－30  ＜省略＞

１－31 官公庁への手続き等 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－40 官公庁等への手続

等」による。 

１－32 施工時期及び施工時間の変更 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－41 施工時期及び施工時

間の変更」による。

１－33～35  ＜省略＞

１－36 特許権等 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－45 特許権等」による。 

１－37 保険の付保及び事故の補償 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－46 保険の付保及び事故

の補償」による。 

１－38 法定外の労災保険の付保  

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－47 法定外の労災保険の付

保」による。 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

１－40 社内検査 

    ＜以下、省略＞ 

１－41 道産品及び札幌市域産品の使用 

    ＜以下、省略＞ 

１－42 環境物品等の使用 

    ＜以下、省略＞ 

１－43 季節労働者等の雇用 

    ＜以下、省略＞ 

１－44 技能士の活用 

    ＜以下、省略＞ 

１－45 工事特性・創意工夫・社会性等 

    ＜以下、省略＞ 

１－46  特定外来生物（植物）について 

    ＜以下、省略＞ 

１－47 暴力団員等による不当介入を受けた場合の対応 

    ＜以下、省略＞ 

１－39 社内検査 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－48 社内検査」による。 

１－40 道産品及び札幌市域産品の使用 

 「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－49 道産品及び札幌市域

産品の使用」による。

１－41 環境物品等の使用 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－50 環境物品等の使用」

による 

１－42 季節労働者等の雇用 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－51 季節労働者等の雇

用」による。

１－43 技能士の活用 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－52 技能士の活用」によ

る。

１－44 工事特性・創意工夫・社会性等 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－54 工事特性・創意工

夫・社会性等」による。  

１－45  特定外来生物（植物）について 

「札幌市土木共通仕様書 第 1章 総則１－１－１－55 特定外来

生物（植物）について」による。

１－46 暴力団員等による不当介入を受けた場合の対応 

「札幌市土木工事共通仕様書 1－1－1－56 暴力団員等による不

当介入を受けた場合の対応」による。

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

第２章  

工事現場

等安全管

理 

２－１ 事故防止 

３．受託者は、供用中の道路に係る工事の施工に当たっては、

交通の安全について、業務監督員、道路管理者及び所轄警察

署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示

に関する命令（平成 30年 12 月内閣府・国土交通省令第２

号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省

道路局長通知、昭和 37年８月 30 日）、道路工事現場におけ

る表示施設等の設置基準の一部改正について（道路局長通知

平成 18 年 3 月 31 日国道利 37号・国道国防第 205 号）、道路

工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置につい

て（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平成

18 年 3 月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道

路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通

知  昭和 47 年２月）に基づくなどして、安全対策を講じな

ければならない。（資料文献 札幌市土木工事共通仕様書 

1-1-1-38-3） 

２－17 局地的な大雨への安全対策 

２．安全管理計画の追加 

（３） 迅速に退避するための対応 

２）安全器具等の設置 

下水道管渠内の増水に備え、現場特性に応じて以下のような安全

器具等を設置する。 

① 流下量を抑制するため、土嚢、止水栓を設置する 

② 流出防止として作業区間をカバーして人孔間に親綱などを

設ける 

③ 下水道管渠内作業員を引き上げるための安全帯などを用い

る 

④ 下流人孔より作業員が流されないよう、流出防止柵を設置

する 

２－１ 事故防止 

３．受託者は、供用中の道路に係る工事の施工に当たっては、

交通の安全について、業務監督員、道路管理者及び所轄警察

署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示

に関する命令（令和 2年 3 月内閣府・国土交通省令第２

号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省

道路局長通知、昭和 37年８月 30 日）、道路工事現場におけ

る表示施設等の設置基準の一部改正について（道路局長通知

平成 18 年 3 月 31 日国道利 37号・国道国防第 205 号）、道路

工事現場における工事情報板及び工事説明看板の設置につい

て（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課長通知 平成

18 年 3 月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道

路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一課通

知  昭和 47 年２月）に基づくなどして、安全対策を講じな

ければならない。（資料文献 札幌市土木工事共通仕様書 

1-1-1-38-3） 

２－17 局地的な大雨への安全対策 

２．安全管理計画の追加 

（３） 迅速に退避するための対応 

２）安全器具等の設置 

下水道管渠内の増水に備え、現場特性に応じて以下のような安全

器具等を設置する。 

① 流下量を抑制するため、土嚢、止水栓を設置する 

② 流出防止として作業区間をカバーして人孔間に親綱などを

設ける 

③ 下水道管渠内作業員を引き上げるための墜落制止用具など

を用いる 

④ 下流人孔より作業員が流されないよう、流出防止柵を設置

する 

日付改訂 

語句訂正 



 現行 改訂 改訂内容 

⑤ 下水道管渠内作業員の緊急避難時に梯子、縄梯子、救命用

ロープなどを用いる 

⑥ 急な出水で下水道管渠内作業員がおぼれることのないよう

に救命胴衣などを着衣する 

⑤ 下水道管渠内作業員の緊急避難時に梯子、縄梯子、救命用

ロープなどを用いる 

⑥ 急な出水で下水道管渠内作業員がおぼれることのないよう

に救命胴衣などを着衣する 

第３章 

材料 

３－６ 土質材料、石材及び骨材 

５．凍上抑制層用材料及びしゃ断用材料 

⑤ 80mm 級以下の切込砂利等の粗粒材料は、全量について

は、75μｍふるいを通過するものが、4.75mm ふるいを通過

するものに対し、切込砂利で 9％以下、破砕面が 30％以上

の切込砕石で 12％以下、切込砕石及びコンクリート再生材

料等で 15％以下でなければならない。なお、コンクリート

再生骨材は、凍上試験に合格するもので、業務監督員の承

諾を得たものを使用しなければならない。また、地盤工学

会基準の凍上試験により判定する場合は、凍上速度が 

0.1mm/ｈ以下でなければならない。 

注１）破砕面が 30％以上の切込砕石とは、玉石又

は砂利、切込砕石を砕いたもので、4.75mm ふる

いに止まるもののうちの質量で、30％以上が少

なくとも１つの破砕面をもつものである。 

３－６ 土質材料、石材及び骨材 

５．凍上抑制層用材料及びしゃ断用材料 

⑤ 80mm 級以下の切込砂利等の粗粒材料は、全量について

は、75μｍふるいを通過するものが、4.75mm ふるいを通過

するものに対し、切込砂利で 9％以下、破砕面が 30％以上

の切込砕石で 12％以下、切込砕石及びコンクリート再生材

料等で 15％以下でなければならない。なお、コンクリート

再生骨材は、凍上試験に合格するもので、業務監督員の承

諾を得たものを使用しなければならない。また、地盤工学

会基準の凍上試験により判定する場合は、凍上速度が 

0.1mm/ｈ以下でなければならない。 

粒度は、下表に示す範囲に入らなければならない。 

注１）破砕面が 30％以上の切込砕石とは、玉石又

は砂利、切込砕石を砕いたもので、4.75mm ふる

いに止まるもののうちの質量で、30％以上が少

語句訂正 



 現行 改訂 改訂内容 

注２）凍上試験は、地盤工学会基準の凍上性判定

のための土の凍上試験方法（JGS0172-2003）、

道路土工要綱の資料－13 土の凍上試験方法、

又は東日本高速道路株式会社規格の土の凍上試

験法（JHS 112）による。 

３－７ 加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装材料 

12．改質Ⅱ型アスファルト舗装 

② 目標動的安定度（DS） 

動的安定度（DS）は、社団法人北海道舗装事業協会等の機関

での室内作成供試体ホイールトラッキング試験結果を業務

監督員に提出するものとする。 目標動的安定度：1500 以

上ただし、動的安定度（DS）が 5000 以上となる場合、混

合物によってはひびわれの発生しやすい場合もあるので、

曲げ試験や繰り返し曲げ試験等によりひび割れ抵抗性もあ

わせて検討する。 

３－８ コンクリート 

１．適用すべき諸基準（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 3-2-

4-1） 

下水道工事に使用するコンクリートは、設計図書において特に定め

のない事項については、下記の基準類によるものとする。なお、基

準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に

従うものとし、疑義がある場合は業務監督員に確認をもとめなけれ

ばならない。  

① 土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）

（平成 30 年 3 月）  

② 土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）

（平成 30 年 3 月）  

③ 土木学会 コンクリートのポンプ施工指針

（平成 24 年 6 月）  

なくとも１つの破砕面をもつものである。 

注２）凍上試験は、地盤工学会基準の凍上性判定

のための土の凍上試験方法（JGS0172-2003）、

道路土工要綱の資料－13 土の凍上試験方法、

又は東日本高速道路株式会社規格の土の凍上試

験法（JHS 112）による。 

３－７ 加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装材料 

12．改質Ⅱ型アスファルト舗装 

② 目標動的安定度（DS） 

動的安定度（DS）は、一般社団法人北海道舗装事業協会等の

機関での室内作成供試体ホイールトラッキング試験結果を

業務監督員に提出するものとする。 目標動的安定度：1500 

以上ただし、動的安定度（DS）が 5000 以上となる場合、

混合物によってはひびわれの発生しやすい場合もあるの

で、曲げ試験や繰り返し曲げ試験等によりひび割れ抵抗性

もあわせて検討する。 

３－８ コンクリート 

１．適用すべき諸基準（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 3-2-

4-1） 

下水道工事に使用するコンクリートは、設計図書において特に定め

のない事項については、下記の基準類によるものとする。なお、基

準類と設計図書に相違がある場合は、原則として設計図書の規定に

従うものとし、疑義がある場合は業務監督員に確認をもとめなけれ

ばならない。  

① 土木学会 コンクリート標準示方書（施工編）

（平成 30 年 3 月）  

② 土木学会 コンクリート標準示方書（設計編）

（平成 30 年 3 月）  

③ 土木学会 コンクリートのポンプ施工指針

（平成 24 年 6 月）  

語句訂正 

日付訂正 



 現行 改訂 改訂内容 

④ 国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について

（平成 14 年 7 月)  

⑤ 土木学会 鉄筋定着・継手指針    

（平成 19 年 8 月） 

⑥ 日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接継手

工事 

（平成 21 年 4 月）  

⑦ その他（共通仕様書 1-5-2-1 適用すべき書基準）   

④ 国土交通省 アルカリ骨材反応抑制対策について

(平成 14 年 7 月)  

⑤ 土木学会 鉄筋定着・継手指針

（令和 2 年 3月） 

⑥ 日本鉄筋継手協会 鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接継手

工事        

 （平成 21 年 4 月）  

⑦ その他（共通仕様書 1-5-2-1 適用すべき諸基準） 

第４章 

一般施工 

４－３ 管路（取付管）埋戻 

５．埋戻しにあたっては、管頂 30cm までは構造物へ衝撃を与えな

いよう構造物上への機械での直接投入をさけ、人力によるはねつ

け、かきならし等により１層ごとに適当な道具、小型機械及び方法

で締固め、構造物の周り（特に管下端）に空隙のできぬよう、また

沈下を生じないよう施工しなければならない。（資料文献 下水道

管きょ工事仕様書 4-2-11） 

    ＜中略＞ 

８．締固め機械は、掘削幅、支保工の有無等、現場条件を勘案して

決定すること。なお、ブルドーザ及び振動ローラ等については、鉄

筋コンクリート管の場合は、管の直上 30cm、硬質塩化ビニル管の

場合は、管の直上 50 ㎝を越える部分で、かつ、構造物に損傷を与

える恐れのない場合について使用することができる。（資料文献 

下水道管きょ工事仕様書 4-2-14） 

４－３ 管路（取付管）埋戻 

５．埋戻し土は、管頂 30cm までは機械または人力により構造物へ

衝撃を与えない高さから投入するものとし、ダンプトラックにより

構造物上へ直接投入を行ってはならない。締固めにおいては、人力

によるはねつけ、かきならし等により１層ごとに、人力または機械

で締固め、構造物の周り（特に管下端）に空隙のできぬよう、また

沈下を生じないよう施工しなければならない。（資料文献 下水道

管きょ工事仕様書 4-2-11） 

    ＜中略＞ 

８．締固め機械は、掘削幅、支保工の有無等、現場条件を勘案して

決定すること。締固め方法は、構造物に損傷を与えないように、管

種によらず、下表をもとに選定すること。（資料文献 下水道管き

ょ工事仕様書 4-2-14）

下水道管きょ

仕様書に伴う

改定 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

４－４ 残土処理 

３．受託者は発生土の運搬にあたり、運搬車に土砂のこぼれ飛散を

防止する装備を施すとともに、過積載が無いように注意しなければ

ならない。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 4-2-19） 

４－４ 残土処理 

３．受託者は発生土の運搬にあたり、運搬車に土砂のこぼれ飛散を

防止する装備を施すとともに、過積載が無いように注意しなければ

ならない。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 4-2-19） 

表の訂正 

（更新） 



 現行 改訂 改訂内容 

第８章 

建設副産

物 ８－３ 履行計画 

受託者は、「建設リサイクル法」に基づく特定建設資材（新材又

は再生材）、土砂（新材又は再生材）、砕石（新材又は再生材）、そ

の他の再生資材を工事現場に搬入する場合には、「建設リサイクル

ガイドライン」に基づき、建設リサイクルデータ統合システム

（CREDAS）により「再生資源利用計画書」を所定の様式にて作成

し、履行計画書に含め、電子データとともに業務監督員に提出しな

ければならない。 

 受託者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンク

リート塊、建設発生木材（木材製品等）、建設汚泥、建設混合廃棄

物、金属くず、廃プラスチック、紙くず、アスベスト（飛散型）等

を工事現場から排出する場合には、「建設リサイクルガイドライ

ン」に基づき、建設リサイクルデータ統合システム（CREDAS）によ

り「再生資源利用計画書」を所定の様式にて作成し、履行計画書に

含め、電子データとともに業務監督員に提出しなければならない。 

 受託者は、工事完成後、建設廃棄物の処理の実施状況を把握し、

再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を建設リサイクル

データ統合システム（CREDAS）により作成し、業務監督員に提出す

るとともに１年間保管しなければならないすること。 

８－３ 履行計画 

受託者は、「建設リサイクル法」に基づく特定建設資材（新材又

は再生材）、土砂（新材又は再生材）、砕石（新材又は再生材）、そ

の他の再生資材を工事現場に搬入する場合には、「建設リサイクル

ガイドライン」に基づき、建設副産物情報交換システム（COBRIS）

により「再生資源利用計画書」を所定の様式にて作成し、履行計画

書に含め、電子データとともに業務監督員に提出しなければならな

い。 

 受託者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンク

リート塊、建設発生木材（木材製品等）、建設汚泥、建設混合廃棄

物、金属くず、廃プラスチック、紙くず、アスベスト（飛散型）等

を工事現場から排出する場合には、「建設リサイクルガイドライ

ン」に基づき、建設副産物情報交換システム（COBRIS）により「再

生資源利用促進計画書」を作成し、履行計画書に含め、電子データ

とともに業務監督員に提出しなければならない。 

 受託者は、工事完成後、建設廃棄物の処理の実施状況を把握し、

再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を建設副産物情報

交換システム（COBRIS）により作成し、業務監督員に提出するとと

もに１年間保管しなければならない。

語句訂正 



 現行 改訂 改訂内容 

８－５ 産業廃棄物管理票（マニフェスト） 

２．制度 

この制度には、次の二つの処理方法がある。 

８－６ 実務上の留意事項 

８－５ 産業廃棄物管理票（マニフェスト） 

２．制度 

この制度には、次の二つの処理方法がある。 

８－６ 実務上の留意事項 

語句訂正 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

第 11 章 

履行管理

基準 11－２ 適用 

１．この基準は、下水道河川局が発注するます工事について適用す

る。 

ただし、設計図書及び指示書等に明示されていない仮設構造物は除

くものとする。また、工事の種類、規模、施工条件などにより、こ

の基準により難い場合は、業務監督員の承諾を得て他の方法による

ことができる。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 16-1-2） 

11－11 出来形管理基準及び規格値 

１．工事はすべて設計どおりの形状寸法、品質で完成しなければな

らない。しかし、そのように努力してもやはり局部的に若干の誤差

が出ることが予想される。プラス（＋）あるいはマイナス（－）ば

かりの誤差が全体で累積されて過大工事あるいは出来高不足工事と

なってはならない。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 16-2-7-

1） 

    ＜中略＞ 

11－２ 適用 

１．この基準は、札幌市下水道河川局が発注するます工事について

適用する。 

ただし、設計図書及び指示書等に明示されていない仮設構造物は除

くものとする。また、工事の種類、規模、施工条件などにより、こ

の基準により難い場合は、業務監督員の承諾を得て他の方法による

ことができる。なお、本章に特に定めてない事項については、札幌

市下水道管きょ工事仕様書 第 16 章の規定によるものとする。 

11－11 出来形管理基準及び規格値 

１．一般施工、道路土工等は札幌市土木工事共通仕様書 Ⅱ土木工

事施工管理基準の規定による。

工事はすべて設計どおりの形状寸法、品質で完成しなければなら

ない。しかし、そのように努力してもやはり局部的に若干の誤差が

出ることが予想される。プラス（＋）あるいはマイナス（－）ばか

りの誤差が全体で累積されて過大工事あるいは出来高不足工事とな

ってはならない。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 16-3） 

＜中略＞ 

札幌市土木工

事共通仕様書

に伴う改定 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

11－12 品質管理基準及び規格値 11－12 品質管理基準及び規格値 表の訂正 

（現場密度試

験等の実施に

ついて） 



 現行 改訂 改訂内容 

表の訂正 

（語句追加） 

表の訂正 

（語句追加） 



 現行 改訂 改訂内容 

11－13 写真管理基準 

１．適用範囲 

  この写真管理基準は、ます工事施工管理基準 16-2-5 に定める

工事写真の撮影に適用する。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 

16-5-1-1） 

２．工事写真の分類 

    ＜以下、省略＞ 

３．工事写真の撮影基準 

    ＜以下、省略＞ 

11－14 写真の省略 

    ＜以下、省略＞ 

11－15 写真の編集等 

    ＜以下、省略＞ 

    ＜新規＞ 

11－16 写真の大きさ 

    ＜以下、省略＞ 

11－17 工事写真帳の大きさ 

    ＜以下、省略＞ 

11－18 工事写真の提出部数及び形式 

    ＜以下、省略＞ 

11－13 写真管理基準 

１．適用範囲 

この写真管理基準は、ます工事施工管理基準 16-2-5 に定める工事

写真の撮影に適用する。また写真を映像と読み替えることも可能と

する。（資料文献 下水道管きょ工事仕様書 16-5-1-1） 

２．工事写真の分類 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－2 写真の分類」による。 

３．工事写真の撮影基準 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－3 工事写真の撮影基準」に

よる。 

４．写真の省略 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－4 写真の省略」による。 

５．写真の編集等 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－5 写真の編集等」による。 

６．撮影の仕様 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－6 撮影の仕様」による。 

    ＜削除＞ 

    ＜削除＞ 

    ＜削除＞ 

札幌市土木工

事共通仕様書

に伴う改定 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 



 現行 改訂 改訂内容 

11－20 留意事項等 

    ＜以下、省略＞ 

11－19 工事写真の整理方法 

    ＜以下、省略＞ 

11－21 用語の定義 

    ＜以下、省略＞ 

11－22 デジタル工事写真の小黒板情報電子化についてデジタル工

事写真の小黒板情報電子化について 

    ＜以下、省略＞ 

７．撮影の留意事項等

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－7 撮影の留意事項等」によ

る。 

８．整理提出 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－8 整理提出」による。 

工事写真の整理（写真帳ダイジェスト版）については、下記の順

に上から重ね、 

（ｱ）  着手前・完成  

（ｲ）  ます取付管全景（接続状況が確認できるもの） 

（ｳ）  その他適宜  

その写真の提出頻度は、全箇所提出するものとする。 

９．用語の定義 

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－9 用語の定義」による。 

10．デジタル工事写真の小黒板情報電子化についてデジタル工事写

真の小黒板情報電子化について

「札幌市土木工事共通仕様書 2－7－14 デジタル工事写真の小黒

板情報電子化について」による。 

  〃 

  〃 

  〃 

  〃 



様式 

様式の変更 

語句訂正 




